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○那須烏山市土地利用適正化条例施行規則 

令和３年３月31日規則第22号 

改正 

令和４年３月４日規則第20号 

那須烏山市土地利用適正化条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、那須烏山市土地利用適正化条例（令和２年12月那須烏山市条例第18号。以下「条

例」という。）第20条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 

（土地利用に関する計画） 

第３条 条例第２条第１号の土地利用に関する計画は、国土利用計画法（昭和49年法律第92号）に基

づき策定した国土利用計画那須烏山市計画及び那須烏山市土地利用調整基本計画とする。 

（事前協議） 

第４条 条例第６条第１項の事前協議は、土地利用に関する事前協議書（別記様式第１号）を市長に

提出することにより行うものとする。 

２ 前項の事前協議書には、別表第１に掲げる図書のうち、市長が指定する図書を添付しなければな

らない。 

（説明会の開催等） 

第５条 条例第７条第１項本文の説明会は、次に掲げる事項を説明しなければならない。 

(１) 事業者 

(２) 開発区域 

(３) 事業計画の概要 

(４) 施工期間及び工事内容 

(５) 施工業者 

(６) 開発事業による周辺環境への影響及びその保全の措置 

(７) 開発事業に係る意見等の申出先に関する事項 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 条例第７条第３項の規定による報告は、説明会等実施状況報告書（別記様式第２号）により行う

ものとする。 

（指導基準） 

第６条 条例第８条第２項の規定により定める指導基準の細部の運用は、別表第２のとおりとする。 

（事前指導の実施） 

第７条 条例第10条第１項の規定による調整事項の通知は、土地利用に関する事前協議調整事項通知

書（別記様式第３号）により行うものとする。 

２ 条例第10条第１項の規定により行う事前指導の主たる担当部署は、別表第３のとおりとする。 

（事前協議終了通知） 

第８条 条例第11条第２項の規定による事前協議の終了の通知は、土地利用に関する事前協議終了通

知書（別記様式第４号）により行うものとする。 

（変更協議） 
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第９条 条例第12条第１項の変更の事前協議は、土地利用に関する変更協議書（別記様式第５号）に

変更の内容が分かる図書を添えて、市長に提出することにより行うものとする。 

２ 条例第12条第１項の軽微な変更とは、次に掲げるものをいう。 

(１) 開発区域の面積の10分の１以内の減少であって、土地利用の目的、位置及び計画の内容に大

幅な変更がないと認められるもの 

(２) 関係法令等に基づく基準に適合するよう求めた関係機関の指導及び近隣住民等からの意見を

反映した変更で、周辺環境に与える影響が変更前の計画と比較して同等以下であると認められる

もの 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が事業計画の内容を再度協議する必要がないと認められる

もの 

（承継） 

第10条 条例第14条第２項の規定による承継の届出は、承継のあった日から起算して30日以内に承継

届出書（別記様式第６号）により行うものとする。 

一部改正〔令和４年規則20号〕 

（勧告） 

第11条 条例第17条第２項から第４項までの勧告は、勧告書（別記様式第７号）により行うものとす

る。 

（公表） 

第12条 条例第18条第１項の規定による公表は、那須烏山市公告式条例（平成17年10月那須烏山市条

例第10号）第２条第２項に規定する掲示場への掲示及び市のホームページへの掲載その他適宜の方

法により行うものとする。 

２ 条例第18条第２項の規定による通知は、公表に係る意見陳述機会付与通知書（別記様式第８号）

により行うものとする。 

３ 条例第18条第２項及び前項の規定により通知を受けた者は、当該通知に記載された期限までに公

表に対する意見書（別記様式第９号）により意見を述べることができる。 

（その他） 

第13条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月４日規則第20号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

図書の種別 明示すべき事項 

備考 

（必要な場合、地図の縮尺、

必要事項、様式） 

定款  事業者が法人の場合 

法人登記事項証明書等  事業者が法人の場合 

委任状  代理人に委任する場合 

位置図 (１) 方位 50,000分の１以上（縮尺） 
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(２) 開発区域 

案内図 
(１) 方位 

(２) 開発区域 
3,000分の１以上（縮尺） 

開発区域に係る土地の

登記事項証明書等 

 
転写日、転写者の記名押印 

公図の写し 
(１) 開発区域 

(２) 地番、地目及び地積並びに所有者 
転写日、転写者の記名押印 

土地利用計画平面図 

(１) 開発区域 

(２) 区画割図（面積を明示） 

(３) 建築物の位置、形状及び寸法 

(４) 工作物の位置、形状及び寸法 

(５) 構造物の位置、形状及び寸法 

(６) 道路位置及び幅員 

(７) その他参考となる事項 

1,000分の１以上（縮尺） 

造成計画平面図 

(１) 開発区域 

(２) 切土及び盛土の施行範囲、高さ及び

勾配 

(３) 擁壁等の位置、種類及び高さ 

(４) 法面の位置及び形状 

(５) 土量 

(６) その他災害を防止するための施設

の位置 

1,000分の１以上（縮尺） 

造成計画縦横断図 

(１) 開発区域 

(２) 施行前後の地盤面 

(３) 切土、盛土の範囲、高さ及び勾配 

(４) 擁壁の形状及び高さ 

(５) その他災害を防止するための施設

の位置 

1,000分の１以上（縮尺） 

土地求積図 

 1,000分の１以上（縮尺） 

実測図による三斜法、座標計

算 

給排水計画図 

(１) 開発区域 

(２) 排水区域の区域界 

(３) 給排水施設の位置、種類及び形状 

(４) 排水管の勾配、管径及び流水方向 

(５) 放流先の位置及び名称 

1,000分の１以上（縮尺） 

公共施設等の整備を行

う予定である場合はそ

の大綱を示す書類 
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事業計画概要書   

資金計画書   

事業者の信頼度を証明

する書類 

(１) 事業実績等が確認できる書類 

(２) 納税証明書 

個人 住民税又は所得税 

法人 法人市民税又は法人税 

 

工事施工者に関する書

類 

 
 

建築計画書 
 建築物の建築がある場合 

別記様式第10号 

工事工程表   

維持管理（撤去処分）

に係る計画書 

 太陽光発電設備設置事業の場

合 

別記様式第11号 

再生可能エネルギー発

電事業に係る事業計画

認定状況が分かる書類 

 
太陽光発電設備設置事業の場

合 

電気事業者との契約状

況が分かる書類 

 太陽光発電設備設置事業の場

合 

その他市長が必要と認

める書類 

 
 

一部改正〔令和４年規則20号〕 

別表第２（第６条関係） 

区分 指導基準 

施設の設計基

準 

栃木県林地開発許可審査基準に準拠する。ただし、都市計画法（昭和43年法

律第100号）第29条に基づく開発行為の許可を要する開発事業は、栃木県開発許

可等審査基準に準拠する。 

道路 

１ 取付道路の設置については、道路構造令（昭和45年政令第320号）及び都市

計画法に基づく栃木県開発許可等審査基準に準拠する。 

２ 道路交通上危険のおそれがある個所には、防護柵等の交通安全施設を設置

する。 

３ 法面は、緑化工その他土砂の流失を防止できる施設を設置する。 

４ 開発区域内に法定外公共物（道路）がある場合は、その機能を確保する。 

排水 

１ 生活汚水及び事業用排水は、原則として終末処理施設又は浄化槽の汚水浄

化装置を経たうえで、河川、その他の公共の排水施設に接続排水を行い、直

接排出を行わない。 

２ 開発区域内の雨水、その他の地表水を開発区域外へ流出させることがない

よう、必要な排水施設を設置する。 

３ 排水の放流先の排水能力に応じ、既存の排水路の改修又は一時雨水等を貯
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留する調整池その他の施設の設置等を行う。 

４ 排水の放流先が、河川、農業用水路等の公共用水域のときは、当該施設の

管理者及び水利権者と十分な協議を行う。 

５ 終末処理施設の維持管理については、事業者が責任をもって行い、又は管

理組合等を設置しこれにあたる。 

防災 

１ 事業の施行に当たっては、切土及び盛土を最小限にとどめる。 

２ 切土及び盛土によって生ずる法面は、地質に応じた勾配とし、緑化工その

他土砂の流失を防止できる施設を設置する。 

３ 立木の伐採又は土地の現状変更に伴う土砂の流出、出水等周辺地域に災害

を及ぼすおそれがあるときは、防災に必要な工事を施すとともに、適正な管

理を行う。 

４ 消防水利は、消防法（昭和23年法律第186号）第20条第１項の規定に基づく

消防水利の基準（昭和39年消防庁告示第７号）に適合しているものとする。 

自然保護 

１ 開発区域内の現存森林を伐採するときは、建築物の建築並びに工作物、進

入路、排水施設の設置等に必要な範囲にとどめる。 

２ 開発区域内に現存森林がないときは、積極的に樹木等の植栽を実施する。 

３ 開発区域内に貴重な植物の生育地又は動物の生息地があるときは、必要な

生育生息地域を保存する。 

４ 開発区域内の美観を維持するため、建築物及び工作物に使用される色彩は、

周辺地域の景観と調和したものとする。 

文化財 

１ 文化財保護法（昭和25年法律第214号）、栃木県文化財保護条例（昭和38年

栃木県条例第20号）又は那須烏山市文化財保護条例（平成17年10月那須烏山

市条例第155号）の規定により指定を受けた文化財は、原則として現状のまま

保存する。 

２ 現に埋蔵等が確認されている文化財は、現状のまま保存することを原則と

する。ただし、土地利用上やむを得ない場合においては、事前に市と協議の

上、発掘調査を行う。 

３ 現に所在等が確認されていない文化財について、事業の着手後に当該文化

財を発見した場合には、その保存について速やかに市と協議する。 

事業者の信頼

度 
資力及び信用が当該事業を実施するために必要十分であること。 

区画当たりの

分譲面積 

住宅造成地１区画当たりの分譲面積は、栃木県開発許可等審査基準に準拠し、

原則として200平方メートル以上を目安とする。ただし、用途地域内の土地につ

いては、１区画当たりの分譲面積を150平方メートル以上とすることができる。 

土地利用区分 

住宅地の造成に係る開発区域内における土地利用区分については、公共施設

等が適切に整備されるよう用地を確保し、その開発面積に対する比率は、栃木

県開発許可等審査基準に準拠する。 

駐車場用地の

確保 

１ 路上駐車等による交通障害の防止のため、開発事業の目的及び規模に応じ

て必要な駐車場用地を確保する。 
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２ 集合住宅の建設に当たっては、入居計画の世帯数に応じ、十分な駐車場用

地を確保する。 

太陽光発電設

備 

１ 太陽光発電設備及びその附属設備の高さ、形状及び色彩は、周囲と調和し

たものとする。 

２ 開発区域に近接する住宅、道路等に対し、太陽光の反射が発生する角度に

太陽光発電設備が設置されるときは、透過性パネルの設置その他太陽光の反

射を軽減する措置を講じる。 

３ 太陽光発電設備及びその附属設備の定期的な維持管理及び補修を行う体制

が整えられているものとする。 

４ 太陽光発電設備及びその附属設備の廃棄方法その他の発電事業を終了する

際の発電設備の取扱いに係わる計画が適切であること。 

５ 国の事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）及び栃木県太陽光発電設備

設置・運営等に関する指導指針に定められた事項に適合していること。 

公共施設等の

用地等の帰属 

１ 公共施設等の用地等の帰属に関しては、登記事項書等所有権の移転手続き

に必要となる書類を準備する。 

２ 開発区域内に設置する公共施設等の区分は、次の各号に掲げるものとし、

その区分ごとの対象施設は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 公共施設 道路、公園、下水道、緑地、広場、水路、消防用貯水施設

等 

(２) 公益的施設 水道施設、集会所、公民館、小中学校、幼稚園、保育所

等 

その他 

１ 事業により発生する騒音、振動が騒音規制法（昭和43年法律第98号）、振

動規制法（昭和51年法律第64号）及び栃木県生活環境の保全に関する条例（平

成16年栃木県条例第40号）の規定により定められた規制基準に適合している

ものとする。 

２ 地下水を採取する場合は、栃木県地下水揚水施設に係る指導等に関する要

綱に基づき、適正な採取量とするものとする。 

別表第３（第７条関係） 

区分 主たる担当課 

総合調整 総合政策課 

総括審査 総合政策課 

１ 都市計画に関すること。 都市建設課 

２ 農業地域に関すること。 農政課 

農業委員会 

３ 森林地域に関すること。 農政課 

４ 自然公園地域に関すること。 農政課 

商工観光課 

５ 自然環境保全地域に関すること。 農政課 

６ 上記以外の地域に関すること。 総合政策課 
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個別審査 

区分 主たる担当課 

１ 土地利用に関する計画との適合性に関すること。 総合政策課 

２ 地域の健全な発展に対する貢献度及び地域住民の生活に対する関連性

に関すること。 

まちづくり課 

市民課 

商工観光課 

都市建設課 

３ 公共施設の整備計画に対する適合性に関すること。 総務課 

都市建設課 

上下水道課 

学校教育課 

４ 用排水計画に関すること。 まちづくり課 

農政課 

都市建設課 

５ 周辺の自然環境及び農林地の保全並びに歴史的風土の保存に関するこ

と。 

まちづくり課 

農政課 

生涯学習課 

６ 治山、治水等の災害の防止に関すること。 農政課 

都市建設課 

７ 公害防止に関すること。 まちづくり課 

８ 市の行財政に対する関連性に関すること。 総合政策課 

９ 事業者の過去の実績及び信頼度に関すること。 総合政策課 

税務課 

10 関係自治会の居住者に対する説明会の開催等に関すること。 総合政策課 

11 太陽光発電設備の設置に関すること。 総合政策課 

まちづくり課 
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別記様式第１号（第４条関係） 
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別記様式第２号（第５条関係） 

 



11 

別記様式第３号（第７条関係） 
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別記様式第４号（第８条関係） 
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別記様式第５号（第９条関係） 
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別記様式第６号（第10条関係） 
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全部改正〔令和４年規則20号〕 

別記様式第７号（第11条関係） 
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別記様式第８号（第12条関係） 
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別記様式第９号（第12条関係） 
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別記様式第10号（別表第１関係） 
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別記様式第11号（別表第１関係） 

 


